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１．はじめに

今回のご説明内容
• 段階的な調査の考え方
• 著しい影響を与える天然現象の影響範囲，段階的な調査の考え方，および，信頼性向上の取り組み

段階的な調査および著しい影響を与える天然現象の
調査方針や考え方が適切か？

第4回会合において，好ましい地質環境特性の擾乱となる影響要因を提示し，特に著しい影響を与える天然
現象として，火山・火成活動， 断層活動，隆起・侵食作用が考えられることを示した。
今後は著しい影響を与える天然現象を調査に基づいて回避する際の方針について審議していただく。
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１．はじめに
地層処分技術WGにおける説明の流れ

地層処分の安全機能と好ましい地質環境特性

閉じ込め機能 物理的隔離機能建設可能性

閉じ込め機能・建設可能性に
必要な地質環境特性

物理的隔離機能に
必要な地質環境

擾乱となる影響要因（事象） 擾乱となる影響要因（事象）

回避すべき天然現象への対応の考え方

天然現象に関する調査の方針

第３回（好ましい地質環境特性）

第４回（地質環境の長期安定
性への影響要因と対応方針）

第５回（天然現象に関する調
査の方針）

回避が必要な著しい影響要因となる天然現象の抽出
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天然現象

火山・火成活動 地震・断層活動 隆起・侵食 気候・海水準変動

閉
じ
込
め
機
能
の
喪
失

熱環境 地熱活動 ― ― ―

力学場 ― 処分深度に達する断層
のずれ

― ―

水理場 ― 断層のずれに伴う透水
性の増加

― ―

化学場
火山性熱水や深部流体*

の移動・流入

断層のずれに伴う透水
性の増加

（条件による）
― ―

物理的隔離機
能の喪失

マグマの処分場への貫
入と地表への噴出

―
著しい隆起・侵食に伴
う処分場の地表への

著しい接近
―

１．はじめに
回避が必要な著しい影響要因となる天然現象（第4回資料の抜粋）

＊深部流体の影響は，火山性熱水の影響と類似であるため，「火山・火成活動」の調査方針に含めて説明する。

著
し
い
影
響
と
は
な
ら
な
い
。
な
お
，

隆
起
・侵
食
の
項
で
侵
食
作
用
の
要

因
と
な
る
。
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２．段階的な調査の考え方
全体方針

地域ごとに収集した文献情報に基づいて，最終処分施設建設地としての適性が明らかに劣る地域を含まないように，
概要調査を行う地区を選定する。

• 現地調査の結果に基づいて，文献調査の結果を確認するとともに，追加して除外すべき地域がないかを検討する。

• また，処分施設の設計・施工や，安全性の評価の観点からも，対象地域の地質環境特性の適性を評価し，精密調
査を行う地区を選定する。

• 地下調査施設からの調査で新たに得られる情報を加味し，設計・および安全性の評価を実施する。地下深部の
岩盤の特性が，好ましい地質環境特性の範囲にあることを，安全性，工学的実現性，経済性などについて，総合
的に評価し，処分施設を建設地を選定する。

【概要調査地区選定段階（文献調査の段階）】

【精密調査地区選定段階（概要調査の段階）】

【最終処分施設建設地選定段階（精密調査の段階）】

【認可申請】

• 対象となる地域の地質環境特性などを踏まえ，処分施設の安全性を国が確認する。

調査地区の選定の判断においては，
地域の意見を尊重する。

調査地区の選定の判断においては，
地域の意見を尊重する。

建設地の選定の判断においては，
地域の意見を尊重する。

対象となる地域ごとに，全国一律に評価するために，全国規模で体系的にデータが整備されている文献に基づいて，
文献調査の対象となることを確認（事前確認）

地層処分に明らかに適さない地域は
対象としない。
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事前
文献調査の段階

概要調査の段階
（地表調査・物理探査・

ボーリング調査）

精密調査の段階
（地下調査施設からの調査）

著しい影響を与え
る事象の回避

広域スケール 広域スケール

地質環境特性の
適性の評価・地域

の絞り込み

（好ましい地質環
境特性）

処分場スケール 処分場スケール

工学的対策
および

安全性の評価

２．段階的な調査の考え方
各調査段階の調査方針と説明範囲

文献情報において
影響が明確な地域の回避 現地調査による痕跡の確認と

将来の影響領域の回避

ボーリング調査等による
深部の地質環境特性の把握

地下調査施設からの
地質環境特性の適性評価

工学的対策の
概念的な設計 工学的対策の設計

工学技術の実証的確認

予備的な安全性の評価

安全性の評価

反映

反映

フィードバック

フィードバック

反映

反映

全国一律
に評価

（新たな情報が得られた場
合に評価を実施）

（処分概念の適用性など
の概略的な検討）

（対象地域間の相対評価，
調査計画を検討）

この資料の
説明範囲

資料１，参考資料の説明範囲
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２．段階的な調査の考え方
調査対象地域の段階的な絞り込み（調査スケール）

文献調査の範囲

概要調査の範囲
（地質環境特性調査）

精密調査の範囲

処分場スケール
（数km程度）

広域スケール
（数十km以上）

• 著しい影響を与える天然現象が含まれないように，調査地域を段階的に絞り込むことで，好ましい地質環境特性を有する
地層または岩体に処分施設を設置する。

• また，文献調査，概要調査（地表からの現地調査），精密調査（地下調査施設からの現地調査）と段階が進むごとに，対象
地域が絞り込まれるため，地下深部の地質環境について詳細に情報収集することが可能となる。

火山・火成活動

断層活動

地震

気候・海水準変動

隆起・沈降
侵食

火山岩分布調査等

断層調査等
段丘面調査等

概要調査の範囲
（補足的に調査する箇所）
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３．天然現象に関する調査方針
説明の流れ

•著しい影響要因となる事象

•回避の対象と影響範囲の考え方

•調査・評価の進め方

•信頼性向上に向けた取り組み

火山・火成活動，断層活動，隆起・侵食作用毎に以下の順に調査方針を説明する。
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3.1 火山・火成活動
著しい影響要因となる天然現象への対応の考え方

（第4回資料の抜粋）

○著しい影響を与える事象
【閉じ込め機能の喪失につながる要因】

•地熱活動（熱環境）
•火山性熱水や深部流体の移動・流入（化学場）

【物理的隔離機能の喪失につながる要因】
マグマの処分場への直撃と地表への噴出

○サイト選定における回避の考え方
【回避対象】

•マグマの貫入・噴出が起こる可能性が高い地域
•地熱活動が盛んな地域
•深部流体など非火山性熱水が流出する地域（第4回WG意見を踏まえ別項目化）

【回避の考え方】
•マグマの貫入・噴出，地熱活動およびそれを引き起こす火山活動や非火山
性熱水活動（深部流体も含む）は，分布は大きく変わらず，長期にわたって
継続すると考えられる。

•また，新規の火山活動の発生については，マグマの発生する深度におい
て，高温となる領域の有無の確認が必要である。さらに，マントル内のマグ
マ発生メカニズムに基づいた将来予測も有効と考えられる。

影響範囲の考
え方も含め，
詳細に説明

• 熱環境の好ましい条件：例えば，地温が初
期に60℃程度，長期には100℃を超えない。
地温勾配が10℃/100mを超えないなど。）

• 化学場の好ましい条件：低pHあるいは，高
pHではない，炭酸化学種濃度が高くない
（例えば0.5 mol/dm3を超えない）。
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3.1 火山・火成活動
著しい影響を回避する対象の考え方

A）マグマの貫入・噴出の可能性が高い地域
B)地熱活動が盛んな地域

C)深部流体など非火山性熱水が流出する地域

調査において回避の対象となる現象が発生する地域のイメージを示す。

深部流体の起源に関する概念図

火山・火成活動の概念図

火山・火成活動の概念図（石丸・角田，2002）

産総研(2007)：第5回深部地質環境研究センター研究発表会資料集，p.31
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3.1 火山・火成活動：影響範囲の考え方
A) マグマの貫入・噴出が起こる可能性が高い地域（１）

【第２次取りまとめの考え方】

•中新世後期～鮮新世以降における日本列島の火山活動には偏在性が認められ，東日本火山帯と西日本火
山帯の範囲のみに限って活動が生じている。過去数十万年における火山活動の変化は，島弧スケールでの
火山フロントの顕著な移動としてではなく，むしろ火山地域や火山列スケールでの活動域の拡大・縮小，移動
などの変化としてとらえることができる（分冊１：2.4.3項）
•１０万年程度の将来については，火山地域・火山列スケールでの過去数十万年間の火山活動の時間的・空
間的変化に基づき，将来の活動域を評価する手法が有効である。また，その際には地質情報からの外挿ばか
りではなく，地殻応力場などのテクトニクスを考慮することや物理探査によって地下のマグマの存在の有無な
どを確認することも重要である（分冊１：2.4.3項）。

•日本列島周辺におけるプレートの配置や運動様式は，１００万年オーダーの時間スケールで緩慢に変化する
ことから大局的には安定であり（吉田・高橋，2004），このプレートの沈み込みに由来する，日本列島における
火山フロントの分布も大局的には安定であると考えられる（日本地質学会 地質環境の長期安定性研究委員
会，2011）。
•火山活動は火山フロントの背弧域に限定して繰り返し生じており（山元，2011など），火山が集中する火山活
動域とそうではない火山空白域とに区分できる。火山活動域はホットフィンガーと呼ばれる熱構造の不均一性
により制御され安定であると考えられ，それに対応して地下深部にマグマが存在している（Tamura et al.，2001
など）。背弧域では，下部地殻の再加熱により火山が新規に出現したケースもあると考えられている
（Yamamoto，2007）。
•一方，西南日本においては火山フロントが不明瞭であるものの，中国山地および日本海側の地域に限定され
てきている。これは。火山活動域の変動はマントルウェッジ内へのフィリピン海プレートの潜入に関連している
と考えられている（Kimura et al.，2003など） 。

【その後の知見】
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○日本列島におけるマグマの成因と火山の分布
• 海洋プレートが沈み込む際に、100-200 ｋｍ程度

に達する深さで、プレート上面の含水鉱物の脱水
に伴い，地殻下部の岩石の融点が低下し、かつ、
高温状態にあるためマグマが発生する。

• 東北地方には火山フロントが形成され、マグマの
発生深度よりプレート上面の深度が浅い前弧側で
は、広い範囲で地温勾配が低く、火山が分布して
いない。

• 背弧側では、火山が分布する領域と、分布しない
領域（空白域）が存在する。

• 西南日本に関しては，フロントが明確ではない。

3.1 火山・火成活動：影響範囲の考え方
A) マグマの貫入・噴出が起こる可能性が高い地域（２）

【NUMOの考え方】

（分冊1，図２．４－１）(第四紀火山カタログ委員会編，１９９９を編集)

日本列島周辺のプレート配置と第四紀火山の分布

太平洋

ユーラ シア

プレート

太平洋
プレート

0 300 km

4
0

0 3
0

0

N 北米プレート

フィリピン海
プレート

深発地震面
深度100km

深発地震面
深度200km

深発地震面は
プレート上面の
位置に相当

▲ 第四紀火山

─ 火山フロント

─ プレート境界

─ 深発地震面深度

火山フロント

前弧側

背弧側
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3.1 火山・火成活動：影響範囲の考え方
A) マグマの貫入・噴出が起こる可能性が高い地域（３）

○火山活動（マグマ）の継続性

• 日本列島におけるマグマの分布は，プレート
システムと密接に関係があり，最近の地質
時代に活動した火山は，特定の地域に偏っ
て分布しているという傾向がある。

• 一般には過去200万年の間にその傾向に大
きな変化は認められないことから，今後も，
プレートシステムが大きく変わらなければ，
現在の火山活動などの傾向が著しく変化す
ることは考えにくい。

• なお、現在、地殻内の温度が低い（地温勾
配が低い）領域において、マグマが発生す
る可能性は低いと考えられる。

【NUMOの考え方】

（総論レポート，図３．２－９）
(第四紀火山カタログ委員会編，１９

９９を編集)

日本列島における第四紀火山の時空分布（東日本）

0 1  3   5    8  10      15       20
地温勾配（℃/100 m）

日本地質学会 地質環境の長期安定性研究委員会（編）
（2011）：日本列島と地質環境の長期安定性．地質リーフレット4．
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3.1 火山・火成活動：影響範囲の考え方
A) マグマの貫入・噴出が起こる可能性が高い地域（４）

【NUMOの考え方】
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個
数 

15ｋｍ未満 

ｋｍ未満 

火 山 中 心 か
ら の 最 大 距
離 

第四紀火山の中心と個別火山体の間の距離と頻度
（日本の第四紀火山カタログ，1999に基づき作成）

カルデラ，
単成火山群など

○文献情報に基づくマグマ活動の範囲
• 文献情報（日本の第四紀火山カタログ，1999）に基づく

と，陥没カルデラを形成する第四紀火山や，単成火山群
など8つの火山を除けば，個々の第四紀火山の位置（そ

の火山を代表する位置）を中心として，多くの火山が数
kmの範囲内にあり，すべての火山で半径15kmの円の

範囲に収まる。したがって，全国一律には，上記の範囲
を対象として，回避することが必要と考えられる。（なお，
産総研(2013):「日本の火山第3版」などの最新の文献を
用いた再評価を検討している。）

• なお，巨大カルデラなどの個別の火山におけるマグマ活
動の範囲は，上記の範囲を超える可能性もあることから，
地下物理探査などを含む現地調査に基づいて評価し，
回避する必要があると考えられる。

○将来のマグマの貫入・噴出の場の評価方法
• 将来的なマグマの貫入・噴出の推定は，既存の火山の

活動位置，マグマの活動範囲の広がり，火山の形成過
程などの観点から，火山・火成活動の規則性に関する
評価を行うことが基本となる。

• その際，単成火山のような不規則な活動，巨大カルデラ
噴火の再活動あるいは火山の新規出現の将来予測な
ども考えられる。



P. 15

3.1 火山・火成活動：影響範囲の考え方
B) 地熱活動が著しい地域

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

• 地温の上昇，熱水対流系の形成など，火山・火成活動によって深部地質環境の熱的状態が大きく変化し得
る範囲は，一般に火山の噴出中心から数km～20km程度までとみなすことができる。

• マグマに含まれる揮発成分は火山ガスの組成などから，H2O, CO2, SO2, H2S, HClを主成分とする。これらはマ
グマの上昇に伴う圧力の低下によって放出され，地下水に溶解する。

• pH4.8未満の地下水は主に第四紀火山及びその周辺地域に分布する（分冊１：２．４．２）。

• 高地温勾配（＞10℃/m）地域は活火山の分布と極めて整合的で，地熱活動は火山活動と密接に関連してい

る。また，火山フロントの背弧域における多数の熱水変質帯や鉱床の分布は，地熱活動も火山活動と同様
に過去から現在にわたり偏在する地質現象であることによると考えられる（高橋・Martin，2004，日本地質学
会 地質環境の長期安定性研究委員会，2011）

• 現在の地熱活動域は，現在のテクトニクスが維持される限りは大きく変わらないと考えられる（八幡，2002）。
• pHは火道近傍で4.8以下，それ以遠は中性～弱アルカリ性と考えられる（浅森ほか，2012，川村ほか，

2009）。
• 水質は，火道ごく近傍でSO4

2-卓越，近傍ではCl-卓越，その周りでHCO3
-卓越（川村ほか，2009）。

• 巨大カルデラ火山の地下水系への影響に関する事例研究では，地下水へのマグマ分離成分の影響が
50km遠方にまで及ぶとの報告（産総研，2010）もある。
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3.1 火山・火成活動：影響範囲の考え方
B) 地熱活動が著しい地域

【NUMOの考え方】

○文献情報に基づく地温勾配が高い地域
• 地温勾配が10℃/100mを超える高温異常域は，

火山の分布と整合的であり，少なくとも第四紀
火山の中心から10kmの範囲は影響が大きい
と考えられる。

• なお，カルデラなどについては，より広範囲に
影響する可能性もあることから，現地調査に基
づいて個別に評価する必要があると考えられる。

0
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0 1 0 2 0 3 0 4 0 5 0

吾妻

御岳

白山

霧島

阿蘇

三瓶

富士

（総論レポート，図3.2-12）
(小松，梅田 1999 )距離[km]

地温勾配 [℃/100m]

火山からの距離と地下水のpHとの相関（浅森ほか，2002）

○文献情報に基づく熱水による化学的な影響範囲
• 右記の事例では，熱水のpHが4程度の酸性となる領

域は，火山からおおむね15km程度の範囲に分布し
ている。

• なお，カルデラなどについては，より広範囲に影響す
る可能性もあることから，現地調査に基づいて個別に
評価する必要があると考えられる。
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3.1 火山・火成活動：影響範囲の考え方
C) 深部流体など非火山性熱水が湧出している地域

• 温度が高い非火山性熱水や深部流体の流出は，過熱や流出のメカニズムを考慮すると，偏在性があると考
えられる。

• また，化学的な影響の範囲については，地下水の同位体成分の分析などが必要である。ただし，全国規模で
体系的にまとめた文献がないため，個別の地域で評価する必要があると考えられる。

【第２次取りまとめの考え方】

• 非火山性熱水の起源は，地殻熱流量による加熱（常磐地域），
基盤岩に由来する崩壊熱による加熱（能登半島），石油・天
然ガス地帯における熱水（新潟平野），およびスラブ起源の
深部流体（紀伊半島，有馬温泉）などが報告されている（田
中ほか，2004，産総研，2007; 2012など）。

• このうち，スラブ起源である深部流体は，高塩分濃度，低pH，
多量のCO2であり，また，高温であることから，熱環境や化学
場に影響を与えると考えられる。

• 深部流体は，沈み込むスラブやマントルから放出される流体
を起源とすると考えられており，地表にまで上昇する際には，
地殻下部にまで達するような構造線や大断層が主経路であ
ると考えられている（産総研，2007; 2012）。

【NUMOの考え方】

（記述なし）

【その後の知見】

地下水中の深部起源無機炭素濃度および二酸化炭素
の遊離ガスの分布（産業技術総合研究所，2007）
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3.1 火山・火成活動
評価対象と影響範囲の考え方のまとめ

評価対象 影響範囲の考え方

A) マグマの貫入・噴出が起
こる可能性が高い地域

（火山では，地下のマグマ溜
りから，火道を通じて地表に
マグマが上昇するので，火山
の分布に基づいてマグマの
活動範囲を推定することが基
本となる）

•東北地方の火山活動は，火山フロントを境界として，前弧側と背弧側で異なる。
この状態は，現在のプレート運動が大きく変動しない限りは，将来も継続すると
考えられる。
 前弧域では，火山活動が200万年程度にわたり観測されていない。
 背弧域では，火山が分布する地域としない地域（空白域）がある。

• 西南日本でも，火山フロントが認められるが，東北日本よりは不明瞭である。

• 以上の分布傾向も踏まえ，最近の地質時代において活動した火山は，将来も
活動する可能性があるため，回避する必要がある。
 全国規模で体系的に収集された文献情報に基づくと，活動範囲は，個々の第四紀火

山の位置（その火山を代表する位置）を中心として，多くが数km以内にあり，すべての
火山で半径15kmの円の範囲に収まる。

• なお、カルデラなどの個別のマグマの活動範囲や，将来の範囲については，上
記の範囲の外側についても，現地調査に基づいて評価する必要がある。

B) 地熱活動が著しい地域 • 熱環境については，概ね10 km程度の範囲が特に著しいと考えられる。
• 化学場については，概ね15 km程度の範囲が特に著しいと考えられる。

• なお，カルデラなどは，上記よりも広い範囲に影響を与えることがあるので，個
別の火山の影響範囲は，現地調査などに基づいて，詳細に評価する。

C) 深部流体などの非火山
性熱水が湧出している地域

全国規模で体系的にまとめられた文献がないため，個別地区ごとに評価する。
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3.1 火山・火成活動：調査・評価の進め方
文献調査の段階（A:マグマの貫入・噴出， B:地熱活動および C:非火山性熱水）

最近の地質時代に活動した
火山の分布の確認

火山の分布に関する文献情報の確認

個別の火山の活動範囲の評価
（火山の形態（大規模カルデラ，単成火山群など），火口，
岩脈等の火山活動の痕跡の有無，地下のマグマ溜りの
評価，高温異常域，熱水分布域の有無などの文献情報
の確認）

火山活動，著しい熱・熱水活
動などの有無の確認

個別の断層の情報は地域によっては十分でない可能性もあるため，存在が明らかな火山とその範囲を対象とし
て回避する。明確でない場合には，概要調査の段階も含めて判断する。なお，深部流体については，文献情報
でその存在が明確に判断できる場合に，概要調査地区に含めない。

著しい影響が想定される範囲を回避して，
概要調査を行う範囲を設定する。
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最近の地質時代の火山活動の
痕跡の調査による文献調査結

果の確認

3.1 火山・火成活動：調査・評価の進め方
概要調査の段階（地表からの調査）（A：マグマの貫入・噴出およびB：地熱活動）

熱・熱水・ガスの
影響の確認

将来のマグマ貫入・噴出，地熱
活動に関する評価

著しい影響が想定される範囲を回避して，
精密調査を行う範囲を設定する。

地表と地下における火山活動
の痕跡の調査

地表と地下におけるマグマによる熱・熱
水・ガスの影響の調査

マグマ溜りや地殻下部の
温度などの評価＊

現地調査が可能となるため，地表地質調査やボーリング調査により，地表および地下の活動の痕跡を確認する。
また，ボーリング調査により，地下の地温の確認や地下水の化学分析を実施し，地熱活動の影響の有無および
範囲を把握する。さらに，物理探査などによりマグマ溜りの存在の評価を実施する。

＊物理探査などによる地下のマグマ溜りやマ
ントルの温度構造の評価技術の整備を進め，
信頼性の向上に取り組む。
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非火山性熱水の起源に応じ
た影響範囲の評価＊

3.1 火山・火成活動：調査・評価の進め方
概要調査の段階（地表からの調査）（C：深部流体などの非火山性熱水が湧出している地域）

熱水などの活動の調査

非火山性熱水の起源に応じた影響範囲の評価＊

採水調査（水温，地下水水質，同位体，ガス成分）

スラブ/マントル起源流体（深

部流体）の混入などの評価
水素酸素同位体比，炭素同位体比，ヘリウム同位
体比等を用いた地下水混合評価＊

深部流体については，メカニズムや構造線の有無などに基づいて，影響範囲を推定するため，その他の
非火山性熱水の可能性も含めて起源を特定することが必要となる。また，その他の非火山性熱水につい
ても，温度や化学組成が適さない場合には除外する必要がある。

＊深部流体の評価技術の改良や，研究事例の
蓄積により，信頼性の向上に取り組む。

著しい影響が想定される範囲を回避して，
精密調査を行う範囲を設定する。
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3.1 火山・火成活動
信頼性向上の取り組み

○A）火山の分布およびB）地熱活動の評価に関する取り組み
現在，地下にマグマ溜りが存在せず，地殻下部の温度が低い地域は，当面は火山が新規に発生する可能
性は低いと考えられる。ただし，地殻下部が加熱される事象（マントルからの熱源の移動）については，マグ
マ成因論，およびマントル内の物質移動論に基づく熱輸送モデルなどの評価手法の開発などに取り組むこ
とも重要と考えられる。また，背弧域の火山活動については，事例研究を蓄積し，火山の空白域における将
来の火山活動の評価技術の開発を継続的に進める必要がある。なお，地熱活動はマグマの分布と密接に
関係があるため，上記の取り組みにおいて，一緒に検討する。

○C)深部流体などの非火山性熱水の評価に関する取り組み
非火山性熱水に関する調査事例を蓄積し，形成・移動メカニズムなどの検討成果を，調査技術や将来予測
に反映する取り組みを進める必要がある。

【信頼性向上の取り組み】
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3.2 断層活動
著しい影響要因となる天然現象への対応の考え方

（第4回資料の抜粋）○著しい影響を与える事象
【閉じ込め機能の喪失につながる事象】

•処分深度に達する断層のずれ（力学場）
•断層のずれに伴う透水性の増加（水理場・化学場）

【物理的隔離機能の喪失につながる事象】
•（天然バリアの物理的隔離機能を喪失する
可能性は小さいと考えられる）

○サイト選定における回避の考え方
【回避対象】

•繰り返し活動し，変位の規模が大きい断層

【回避の考え方】
•断層活動は，既存の活断層帯において過去数十万年にわたり同様の活動
様式で繰り返し活動しており，十万年程度の将来も既存の活断層帯におい
て，現在の活動様式が継続すると考えられる。また，力学的な影響範囲は
数百ｍから数kmと考えられる。

• なお，現在認定されている活断層以外のうち，現地調査によりその存在が
確認される断層については，活動性を評価するとともに，工学的対策の実
施なども含めて，対応を検討する。

• また，断層の活動性の評価技術については，今後も開発を進め，精度の
向上に努める。

影響範囲の考
え方も含め，
詳細に説明

• 力学場の好ましい条件：岩盤の変形が大き
くない。

• 水理場の好ましい条件：地下水流動が緩慢
である。移行経路が長い

• 化学場の好ましい条件：低pHあるいは，高
pHではない，炭酸化学種濃度が高くない
（例えば0.5 mol/dm3を超えない），酸化性雰
囲気ではないなど
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3.2 断層活動
著しい影響を回避する対象の考え方

• A)繰り返し活動し，変位の規模の大きな断層（活断層）の分布
• 上記断層の影響範囲

B)断層活動に伴い破砕される範囲（断層破砕帯）
C)断層の分岐などの活動範囲の拡大（活断層帯）

＊断層活動に伴う地層の変位・変形の範囲
（変形帯）や地形の変動（活褶曲・活撓曲の分
布範囲）についても，影響が著しい場合には
回避することを検討する。

カタクレーサイト

断層角れき

断層ガウジ

副断層
活断層帯

主断層

第2次取りまとめ
（分冊１：2.3.2）に加筆
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3.2 断層活動：影響範囲の考え方
A) 繰り返し活動し，変位の規模の大きな断層の分布

【第２次取りまとめの考え方】

わが国における主な活断層はおおむね把握されているが，特に広い沖積平野など伏在断層の存在が考えら
れる地域や海域などについては，ボーリングや物理探査などを用いた地下構造調査によって，活断層の有無
や分布を確認する必要がある（分冊１：2.3.3）。

• 従来の活断層の認定は，主に空中写真を用いた地形判読のみで，そのため現地調査が不十分なものも多
い。したがって，地形的に未成熟な活断層については，見落とされているものがある（産業技術総合研究
所，2007）

• 2000年以降，全国規模で抽出された既知の活断層以外で，規模の大きな地震が発生し，活断層の存在が
後に指摘された主な事例として，以下があげられる。
 2000年鳥取県西部地震（当麻ほか，2000；井上ほか，2002；高田ほか，2003；草野ほか，2010など）
 2004年新潟県中越地震（産業技術総合研究所，2005；加藤ほか，2006；Maruyama et al.，2007など）
 2005年福岡県西方沖地震（岩淵ほか，1998；岡村ほか，2009など）
 2007年能登半島地震（片川ほか，2005；佐藤ほか，2007；Yoshimura et al.，2008；草野ほか，2010など）
 2007年新潟県中越沖地震（東京電力，2007，2008；杉山，2008；原子力安全・保安院，2008など）
 2008年岩手・宮城内陸地震（産業技術総合研究所，2009a,b；鈴木ほか，2008；東京大学地震研究所ほか，2008など）

• なお，このような地形的に未成熟な断層についても，現地調査により，事前に検出は可能であり，概要調
査では，地質学的に認められる既存の断層を対象とした調査が必要となる（産業技術総合研究所，2007） 。

【その後の知見】
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3.2 断層活動：影響範囲の考え方
A) 繰り返し活動し，変位の規模の大きな断層の分布

○断層活動の要因と継続性

• 断層活動はプレート運動により地殻内に生じたひずみを解放するものであり，プレート運動を主な要因として
いる。日本列島の東西圧縮の広域応力場は，200万年前頃までにほぼ全域で成立し，現在まで大きく変わる
ことなく維持されており，プレートの運動様式が大きく変化しない限りは，現在の広域応力場は今後も維持さ
れると考えられる。

• なお，広域応力場は大局的には安定であるものの，局所的には，地殻応力場の時間的・空間的な変化が生
じている。例えば，2011年東北地方太平洋沖地震の際には，日本列島が広い範囲で，東西方向に伸張し，こ
れに関連すると考えられる地震が東日本各地で発生した（例えば，2011年4月11日の湯の岳断層など）。

○繰り返し活動し，変位の規模が大きい断層の分布

• 第四紀以降に再活動している断層のうち，最近数十万年間（約４０万年前以降）に同一の場所で繰り返し活
動している断層は活断層として認定されている。

• ただし，2000年以降，これまでに活断層が認識されていなかった地域において規模の大きな地震が発生して
いる。全国規模で整備された活断層の分布に関するデータベースは，空中写真による地形判読に基づいて，
活断層を認定していることが多いことから，地表の痕跡（リニアメントなど）が不明瞭である場合などには，活
断層が存在していても“見落とされる”可能性がある。

• 2000年以降の内陸地殻内地震を対象として，現地で詳細な調査が実施された結果，地表地震断層や活断
層に関連する地下構造，過去の活動履歴などが確認されている。

• したがって，活断層の存在は，全国規模のデータベースの情報だけでなく，より綿密な空中写真判読，地表
調査，物理探査，ボーリング調査などの現地調査に基づいて，確認する必要がある。

【NUMOの考え方】
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3.2 断層活動：影響範囲の考え方
B) 断層活動に伴い破砕される範囲（断層破砕帯）

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見（破砕帯について）】

断層活動による地質環境への影響は，主に活断層破砕帯とその周辺に限られる。その幅は，数mから最大でも数百m程度であり，
また，断層活動に伴って，周辺岩盤中に変位が生じる可能性のある小断層などの分布範囲は，大きな活断層でも数km程度以内
と考えられる（分冊１：2.3.3）。

• 断層の延長が長く累積変位量が大きいほど，破砕幅も大きい。割れ目の形成お
よび角礫化は，断層の近傍や分岐部の非常に狭い範囲（数ｍ程度）に限定され
（Shipton, et al.，2006），カタクレーサイト化はすべり面沿いに限定的である
（Cloos，2009） 。

• 阿寺断層（延長60 km） ，跡津川断層（延長69 km） ，牛首断層（延長54 km） ，山
口－出雲地震帯（全長約180 kmうち約70％が活断層あるいは推定活断層）など，
規模の大きい活断層を対象として，断層活動に伴う物理的影響範囲などが調べ
られており，断層延長と影響範囲の関係は，従来の見積もり範囲と整合する（長
友・吉田，2009; 吉田ほか，2009；Niwa et al., 2009, 2011; 金折・遠田，2007，大
橋・小林，2008など）

• 既往の断層の長さと破砕帯の幅の関係（緒方・本荘, 1981）では，例えば活断層
の長さが10kmに対し，破砕帯の幅は数十ｍ程度と見積もられる。

• 断層のプロセスゾーンの幅Pと断層の長さLとの関係は一般的にP≒L/100の関
係が成り立つ（Scholz, 2002，Sibson, 2003）。

断層の長さと破砕帯の幅の関係（緒方・
本荘, 1981）

【NUMOの考え方】

• 断層の破砕帯幅については，累積変位量および長さとの間に，ある一定の関係があると考えられ，個別地区ごとの検討によ
り得られたデータを総合的に判断することによって，活断層の直接的な影響範囲を推定する。

• 既往の報告事例から，破砕帯幅の保守的な目安として，長さの1/100程度が考えられる。
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【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

日本列島に分布する規模の大きな活断層は，地表付近でしばしば分岐したり，副次的な断層を伴うことから，
活断層の場の変化を評価する際には，分岐断層や副断層を含めたいくつかの断層から構成される活断層帯
として，その活動や変化を把握する必要がある。また，逆断層の場合，その活動が盆地側に向かって数km程
度拡大する可能性がある（分冊１：2.3.3）。

• 活断層詳細デジタルマップでは，活断層をp.29に示す考え方でグループ化し，「活断層帯」としてその分布
を示した（中田・今泉編，2002）。

• 高レベル放射性廃棄物処分地の選定に際して，地表付近での断層出現位置の移動等の現象や，地表地
震断層による活断層近傍の変形の現象に対処するためには，近い距離にほぼ平行や雁行，あるいは断
続的に存在する活断層にはさまれる区間を「活断層帯」として評価することが重要（土木学会，2006）。

3.2 断層活動：影響範囲の考え方
C) 断層の分岐などの活動範囲の拡大（活断層帯）

【NUMOの考え方】

• 活断層の拡大・分岐，進展等については，活断層の分布，走向，センスなどの性状の類似性な
どの観点から，活断層帯としてその範囲を評価することが有効である。その際，断層の分類（正
断層，逆断層，横ずれ断層）に応じた活動域の違いを評価に反映する。

• なお，影響範囲については，個別地域毎に評価する。
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3.2 断層活動：影響範囲の考え方
C) 活断層帯の検討例

活断層帯の評価では，下図も参考としつつ，個別の文献などで明らかになった断層も加えて
活断層帯のグループ化作業を実施し，評価に利用することが考えられる。

活断層帯のグループ化の考え方（中田・今泉編，2002）
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3.2 断層活動
回避対象と影響範囲の考え方のまとめ

回避対象 影響範囲の考え方

A) 繰り返し活動し，変位

の規模の大きな断層の
分布

• 過去数十万年間繰り返し活動している断層は，今後１０万年程度は同様の活
動を継続すると考えられる。

• 全国規模で体系的にまとめられた活断層のデータベースに記載がある断層
が分布する地域を回避することが必要である。

• なお，未成熟な断層や地表の痕跡が不明瞭な断層は，上記の全国規模の
文献などに記載されない可能性があることから，個別地域ごとに調査する必
要がある。

B) 断層破砕帯 【断層破砕帯】

• 個別地域ごとに調査するが，断層の長さに基づいて，推定することは可能。
既往の報告事例から，破砕帯幅の保守的な目安として，断層長さの1/100程
度が考えられる。

C) 活断層帯 断層の性状（変位方向など）の情報が必要なため，個別地域ごとに調査。
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3.2 断層活動：調査・評価の進め方
文献調査の段階

繰り返し活動し，変位の規模が
大きい断層の分布の確認

断層の影響
範囲の評価

• 文献情報に基づく活断層の分布の確認
• 個別地域において，物理探査等の文献情

報が得られる場合には，地下の断層の分
布についても確認する。

破砕帯の分布に関する文献情報が得られる
場合には，その情報に加え，断層長さ，累積
変位量などの文献情報に基づいた破砕帯幅
などの評価と合わせて，影響範囲を推定。

個別の断層の情報は地域によっては十分でない可能性もあるため，文献調査の段階は，存在が明
らかな断層のみを対象として回避する。明確でない場合には，概要調査の段階も含めて判断する。

著しい影響が想定される範囲を回避して，
概要調査を行う範囲を設定する。
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3.2 断層活動：調査・評価の進め方
概要調査の段階（地表からの調査）

断層の分布の確認

断層の影響
範囲の評価

○断層の分布の確認方法
• 地表の活動痕跡の確認（高精度航空測量，地表地質調査，トレンチ調査など）
• 地下に伏在する断層・地表の断層の地下での連続性の評価（物理探査手法

（反射法地震探査など），ボーリング調査など）

○断層の活動性の評価方法（ここでは，繰り返し活動し，変位の規模が大き
いことの確認を主な対象とする。）＊

• 上載地層法（第四紀地層の断層変位など）を適用した評価が基本となる。
• 上載地層法の適用が困難な場合は，変動地形，破砕帯性状**および活断層

帯との関係などに基づいて総合的に評価する必要があるが，調査・評価技術
に関して，信頼性向上の取り組みが必要である。

• また，活動性が低く，累積変位量が小さい場合には，断層および破砕帯の性
状に応じて，断層が分布する箇所に廃棄体を定置しないなどの工学的対策を
検討する必要がある（処分場スケールでは回避しないことも考えられる）。

• 調査により情報が十分得られないなど，活動性評価が困難な場合には，限ら
れた情報に基づいて，判断する必要があると考えられる。その場合にも，出来
る限りの情報収集に努めつつ，限られた情報に基づいて，工学的対策を検討
し，さらに，影響が顕在化した場合を想定した評価を実施することなどが考えら
れる。そのため，断層・破砕帯の性状の理解に基づいた，現実的な評価方法
の整備など，信頼性向上の取り組みが必要となると考えられる。

断層の活動性の評価

○断層の影響範囲の評価
• 変動地形が認められる範囲，破砕帯の分布，断層関連褶曲の有無，微小地震

の偏在する範囲，活断層帯のグルーピングなど。

現地調査が可能となるため，高精度航空測量，地表地質調査やトレンチ調査などにより，地表の活動痕跡を確
認するとともに，物理探査手法やボーリング調査などにより，地下に伏在する断層についても調査する。

＊上載地層法が適用できない場合を想定して，
既存の断層を対象とした評価指標の開発や，事
例調査の蓄積により，信頼性の向上の取り組み
を進める。
＊＊断層または破砕帯の性状：断層（破砕帯）
の透水性や，亀裂の頻度，活断層との位置関係
などが考えられる。

著しい影響が想定される範囲を回避
して，精密調査の範囲を設定する。
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3.2 断層活動
信頼性向上に向けた取り組み

【信頼性向上に向けた取り組み】

○繰り返し活動し，変位の規模が大きな断層の分布の評価に関する取り組み
2000年以降に発生した規模の大きな地震に関連する活動痕跡が不明瞭な活断層の事例調査を進め，現地
調査（地表調査・物理探査，ボーリング調査）などの調査技術を適用する際の課題などを分析し，調査計画
に反映する。

○断層の活動性の評価に関する取り組み
地質断層の再活動性に関する事例調査（梅田ほか，2010など）を蓄積し，活動性評価に反映するとともに，
上載法の適用が困難な断層の活動性の評価方法（例えば，断層内の鉱物の生成年代測定技術など）の整
備に継続的に取り組む。

○断層の影響範囲の評価に関する取り組み
個別の断層の影響範囲については，現地調査に基づいて評価することが基本となる。そのため，既存の活
断層の破砕帯の分布などの事例調査を蓄積し，その成果を調査技術や影響範囲の評価に反映することが
必要である。
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3.3  隆起・侵食作用
著しい影響要因となる天然現象への対応の考え方

（第4回資料の抜粋）

○著しい影響を与える事象
【閉じ込め機能の喪失につながる要因】

（閉じ込め機能の喪失につながる要因はないと考えられる）

【物理的隔離機能の喪失につながる要因】
著しい隆起・侵食作用に伴う処分場の地表への著しい接近

○サイト選定における回避の考え方
【回避対象】

•隆起速度が著しく大きな地域，主として著しい隆起速度は主として褶
曲山脈と逆断層地塊からなる山地。

【回避の考え方】
•隆起・侵食作用による隔離機能の喪失をさけるために，隆起速度が
著しく大きな地域を回避する。

•なお，沿岸部を対象とする場合には海水準変動（海水面低下）の際
の処分場の設置位置・深度，侵食量も合わせて考慮する。

影響範囲の考
え方も含め，
詳細に説明
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3.3  隆起・侵食作用：影響範囲の考え方

【第２次取りまとめの考え方】
•隆起・沈降運動は地域ごとにある一定の傾向と速度で数十万年間継続している場合が多い。十万年あたり
100 mを越える大きな隆起速度は，主として褶曲断層山脈と逆断層地塊からなる山地や地震隆起をする海岸
で認められ，最大で十万年あたり数百mに達する地域もごく一部で存在する。一方，ほかの多くの地域の隆
起・沈降運動の速さは，十万年あたり50 m程度かそれ未満であることが多い。【分冊１：2.5.3項「まとめ」】

• 日本における隆起・沈降は，主にプレート運動に起因する近く応力場に対応して，地域ごとに一定の傾向に
沿って継続しており，今後も同様に継続すると考えられる。

• 隆起量については，過去数十万年前から現在，および将来の変動傾向を段丘の地形面等から把握すること
ができる。

• 一方，侵食については，隆起と異なり，長期の変動傾向を把握することは困難である。一般に，隆起によっ
て生じる侵食量は，隆起量より小さいと考えられるが，線的侵食（下刻）により局所的に侵食が進む可能性
もある。

• また，沿岸部では，海水面の低下による侵食についても合わせて検討する必要がある。
• 隆起は，処分場スケールよりも広い範囲で発生すると考えられることから，著しく隆起速度が速い場合には，

対象地域一帯が速い可能性がある。

【NUMOの考え方】

• 侵食は面的侵食と線的侵食（下刻：下刻は隆起量に依存する）に大別されるが，地表接近という観点からは，
一般に後者の影響の方が大きい（土木学会，2006）。

• 予測侵食量が埋設深度以上になり，廃棄体が地表に露出する可能性がある地域は避ける必要がある（産総
研，2007）。

【その後の知見】
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3.3 隆起・侵食作用
わが国の平均隆起速度および平均侵食速度の分布例

（日本地質学会 地質環境の長期
安定性研究委員会，２０１１，

凡例を見やすく改変）

第四紀火山，データなし
～0 m/1000年

0.0～0.3 m/1000年
0.3～0.6 m/1000年
0.6～0.9 m/1000年

0.9m～/1000年

侵食速度隆起速度
（藤原ほか1999より）

• 例えば，10万年あたり300m （3m/1000年）を超える隆起量の報告は，丹沢山地の3-4m/1000年（250万年
間の平均；貝塚，1987），房総半島の4m/1000年，三浦半島の3.3m/1000年などに限られる（第２次取りま
とめ参照)。侵食速度は，隆起速度が大きい山地で著しい傾向がある。
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3.3 隆起・侵食作用：調査・評価の進め方
文献調査の段階

• 約12.5万年前にできた地形面は全国的に良く残っており，これらの地形面をもとに
およそ10万年間の隆起量が比較的精度よく求められる。

• 侵食量は最も厳しい場合を想定して，隆起量と同じ量が侵食されるものと仮定する
ことにより評価する。

• 以上に基づいて，過去数十万年程度の地質学的な記録をもとに，過去十万年間の
隆起の総量を隆起・侵食に関する評価の目安とする。

• 処分施設の地表近くへの著しい接近については，処分施設の設置深度などと合わ
せて検討すべきものであるが，地層処分は地下300m以上と定められていることか
ら，文献調査の段階においては，過去十万年間の隆起量が300ｍを超えていること
が明らかな地域を含めないように，概要調査を行う範囲を設定する。
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3.3 隆起・侵食作用：調査・評価の進め方
概要調査の段階（地表からの調査）

著しい影響が想定される範囲を回避して，
精密調査を行う範囲を設定

過去の
隆起量の評価*

将来の侵食量の評価*
（山地の場合，マスムーブメントも

考慮）

表層付近の酸化帯の
分布の評価**

（沿岸部の場合）
海水準変動の評価

海水準変動の評価現地調査に基づいた
過去の隆起量の評価

酸化帯の分布の評価

将来の侵食量の評価

施設の想定設置深度における地温，空洞の力学安定
性，水理場の適性の総合的評価

地下施設の想定設置
深度の仮設定

概要調査の段階は，隆起量や，海水準変動の評価に基づいて，将来の侵食量を評価し，
処分施設の設置の実現可能性も加味して，隆起・侵食作用の適格性を判断する。

＊基準地形面に基づく評価手
法が適用できない場合を想定
し，代替手法の整備・改良など
信頼性の向上の取り組みを進
める項目。
**酸化帯の形成に関する事例
調査を蓄積し，信頼性の向上
の取り組みを進める項目。
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3.3 隆起・侵食作用
信頼性向上に向けた取り組み

○隆起量・侵食量の評価に関する取り組み
• 隆起量評価は，段丘面などの過去の基準となる地形面の変動に基づいた外挿が基本となる。基準とな

る地形面が得られない場合には，地形学的な手法や，侵食堆積物の年代測定などに基づいて，隆起
量あるいは侵食量を推定するなどの技術を適用する可能性があり，これらの技術の適用性の確認が必
要である。

• 海水準変動に伴う，侵食作用あるいは堆積作用については，地表面の地形変化の影響要因となるため，
地下深部の水理場や化学場などへの影響について，隆起量なども考え合わせて，変化に対する感度を
個別の地域で確認する必要がある。

○表層付近の酸化帯分布の評価に関する取り組み
国内外の地下研究所などにおける事例調査に基づいて，表層付近の酸化帯の形成メカニズムの理解な
どの取り組みを進め，それらの成果を調査計画や評価に反映する必要がある。

【信頼性向上に向けた取り組み】
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４．まとめ

 サイト選定は，文献調査，概要調査，精密調査の3段階で進める。

 各段階における主体となる調査方法は以下の通り。
文献調査の段階：既存文献に基づく調査

概要調査の段階：地表調査，物理探査，ボーリング等の地表からの調査

精密調査の段階：地下調査施設からの調査

 また，概略検討を含め，各段階で処分施設等の設計，安全性の評
価を実施。

 回避する天然現象に関する考え方は次の通り。
文献調査の段階：天然現象の影響が明らかな地域を回避。

概要調査の段階：回避を確実なものとする。

精密調査の段階：追加情報があった場合に詳細調査を実施

 回避するための技術は基本的に整備されていると認識。ただし，信
頼性向上の観点からは，次ページに例示するような継続的な取り
組みが必要である。
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４．まとめ：天然現象の評価に関する信頼性向上の取り組みの例

以下の取り組みを代表，今後も信頼性を向上させるために，地質現象に関する事例調査に基づ
いた科学的知見の拡充や調査・評価技術の改良・整備に取り組む。

反映先 信頼性向上の取り組みの例 反映時期

火
山
・
火
成
活
動

火山の分布および地熱活動の評価
•背弧域の火山活動，単成火山などの事例調査
•マグマの新規発生の可能性を評価するための
地殻下部への熱源移動に関する評価技術

概要調査
段階以降

深部流体などの非火山性熱水の評価
•非火山性熱水，特に深部流体に関する事例調
査の蓄積

概要調査
段階以降

断
層
活
動

繰り返し活動し，変位の規模が大きな
断層の分布の評価

•未成熟な活断層の調査手法などの事例調査の
蓄積

概要調査
段階以降

活動性の評価
•上載法の適用が困難な断層の活動性の評価方
法（断層ガウジの組織・性状の評価，破砕帯内の
充填鉱物生成年代測定など）

概要調査
段階以降

断層の影響範囲の評価
•既存の活断層の破砕帯の分布などの事例調査
の蓄積

概要調査
段階以降

隆
起
・
侵
食

隆起量・侵食量の評価
•地形学的な手法や，侵食堆積物の年代測定な
どに基づく，隆起量あるいは侵食量の測定技術

概要調査
段階以降

表層付近の酸化帯分布の評価 •表層付近の酸化帯にかかわる研究調査の蓄積
概要調査
段階以降
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■3.1 火山・火成活動
• 石丸恒存，角田地文（2002）：研究報告 日本列島における大規模火砕流の特徴と熱的影響解析．サイクル機構技報，14，161-170．
• 産業技術総合研究所（2007）：第5回深部地質環境研究センター研究発表会資料集．
• 吉田鎮男，高橋 晋（2004）：日本近海の中新世以降のプレート運動史．月刊地球，26，349-355．
• 日本地質学会 地質環境の長期安定性研究委員会（編）（2011）：日本列島と地質環境の長期安定性．地質リーフレット4．

• 山元孝広（2011）：地質学から見た高レベル放射性廃棄物処分の安全評価－事象のシナリオに基づく長期予測の方法論．シンセオロジー，4，
200-208．

• Tamura, Y., Tatsumi, Y., Zhao, D., Kido, Y., Shukuno, H.（2001）：Distribution of Quaternary volcanoes in the Northeast Japan arc: 
geologic and geophysical evidence of hot fingers in the mantle wedge. Proc. Japan Acad., Ser. B, 77, 135-139．

• Yamamoto, T.（2007）：A rhyolite to dacite sequence of volcanism directly from the heated lower crust: Late Pleistocene to Holocene 
Numazawa volcano, NE Japan. J. Volcanol. Geotherm. Res., 167, 119-13．

• Kimura, J., Kunikiyo, T., Osaka, I., Nagao, T., Yamauchi, S., Kakubuchi, S., Okada, S., Fujibayashi, N., Okada, R., Murakami, H., Kusano, T., 
Umeda, K., Hayashi, S., Ishimaru, T., Ninomiya, A., Tanase, A.（2003）：Late Cenozoic volcanic activity in the Chugoku area, southwest Japan 
arc during back-arc basin opening and reinitiation of subduction. Island Arc, 12, 22-45．

• 矢野雄策，田中明子，高橋正明，大久保泰邦，笹田政克，梅田浩司，中司昇（1999）：日本列島地温勾配図（1：3,000,000），地質調査所．
• 日本地質学会 地質環境の長期安定性研究委員会（編）（2011）：日本列島と地質環境の長期安定性．地質リーフレット4．
• 産業技術総合研究所（2013）:200万分の1地質図「日本の火山第3版」．

• 高橋正樹，Martin, A.J.（2004）：今後10万年間どこに火山はできるか？－マグマ供給システムの長期安定性をめぐって．月刊地球，26，386-
394．

• 八幡正弘（2002）：北海道における後期新生代の鉱化作用および熱水活動の時空変遷．北海道立地質研究所報告，73，151-194．
• 浅森浩一，丹羽正和，花室孝広，山田国見，草野友宏，幕内 歩，高取亮一，國分（齋藤）陽子，松原章浩，石丸恒存，梅田浩司（2012）：地

質環境の長期安定性に関する研究 年度報告書（平成23年度）．JAEA-Research 2012-024．
• 小松 亮，梅田浩司(1999)日本列島における温泉・熱水変質帯について. サイクル機構技報，4，121-128.
• 川村賢二（2009）：氷床コアから探る第四紀後期の地球システム変動．第四紀研究，48，109-129．
• 産業技術総合研究所（2010）：平成 21 年度核燃料サイクル施設安全対策技術調査（放射性廃 棄物処分安全技術調査等のうち地層処分に

係る地質情報データの整備）事業報告書.
• 田中明子，山野 誠，矢野雄策，笹田政克（2004）：日本列島及びその周辺地域の地温勾配及び地殻熱流量データベース．数値地質図P-5，

産業技術総合研究所 地質調査総合センター．

• 産業技術総合研究所（2012）：平成23年度核燃料サイクル施設安全対策技術調査（放射性廃棄物処分安全技術調査等のうち地層処分に係
る地質評価手法等の整備）．平成23年度事業報告書．

参考文献（１／４）



P. 43

■3.2 断層活動

• 当麻純一，佐藤清隆，矢島 浩，東 貞成，芝 良昭，佐藤浩章，栃木 均，河井 正，金澤健司，岡田哲実，豊田幸宏，宮腰勝義，
上田圭一，幡谷竜太，阿部信太郎，濱田崇臣，青柳恭平（2000）：平成12年鳥取県西部地震調査速報，電力中央研究所報告，
U00019．

• 井上大榮，宮腰勝義，上田圭一，宮脇明子，松浦一樹（2002）：2000年鳥取県西部地震震源域の活断層調査．地震，54，557-573.
• 高田圭太，中田 高，野原 壯，原口 強，池田安隆，伊藤 潔，今泉俊文，大槻憲四郎，鷺谷 威，堤 浩之（2003）：震源断層とな

りうる活断層とリニアメントの検討－中国地方を事例として，活断層研究，23，77-91．

• 草野友宏，浅森浩一，黒澤英樹，國分（齋藤）陽子，谷川晋一，根木健之，花室孝広，安江健一，山崎誠子，山田国見，石丸恒存，
梅田浩司（2010）：「地質環境の長期安定性に関する研究」第1期中期計画期間（平成17年度～平成21年度）報告書（H22レポート）
．JAEA-Research 2010-044．

• 産業技術総合研究所（2005）：新潟県中越地震震源域の地質構造．地震予知連絡会会報，73，403-405．

• 加藤直子，越後智雄，佐藤比呂志（2006）：浅層反射法地震探査から見た2004年新潟県中越地震の断層モデル．月刊地球号外，
No.53，103-109．

• Lin, A., Maruyama, T., Kobayashi, K.（2007）：Tectonic implications of damage zone-related fault-fracture networks revealed 
in drill core through the Nojima fault, Japan. Tectonophysics, 443, 161-173．

• 岩淵 洋，西川 公，田賀 傑，宮嵜 進（1998）：福岡湾付近の断層分布．水路部技報，16，95-99．

• 岡村 眞，松岡裕美，中島徹也，中田 高，千田 昇，平田和彦，島崎邦彦（2009）：博多湾における警固断層の活動履歴，地震，
61，175-190．

• 佐藤比呂志，岩崎貴哉，金沢敏彦，宮崎真一，加藤直子，酒井慎一，山田知朗，宮内崇裕，伊藤谷生，平田 直（2007）：反射法地
震探査・余震観測・地殻変動から見た2007年能登半島地震の特徴について．東京大学地震研究所彙報，82，369-379．佐藤 務，
坂井隆太郎，大沢英昭，古屋和夫，児玉敏雄（1999）：淡路島で地震後異常に湧出した地下水の酸素，水素同位体比．日本水文科
学会誌，29，13-24．

• Yoshimura, R., Oshiman, N., Uyeshima, M., Ogawa, Y., Mishina, M., Toh, H., Sakanaka, S., Ichigara, H., Ogawa, T., Miura, 
T., Koyama, S., Fujita, Y., Nishimura, K., Takagi, Y., Imai, M., Honda, R., Yabe, S., Nagaoka, S., Tada, M., Mogi，T.（2008）
：Magnetotelluric observations around the focal region of the 2007 Noto Hanto Earthquake (Mj 6.9), central Japan. Earth 
Planet. Space, 60, 117-122．
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P. 44

参考文献（３／４）
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• Niwa, M., Kurosawa, H., Ishimaru, T.（2011）：Spatial distribution and characteristics of fracture zones near a long-lived active fault: a 
field-based study for understanding changes in underground environment caused by long-term fault activities. Eng. Geol., 119, 31-50．
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 3.2 断層活動（つづき）
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